
財　 政　 課

  区長報告第８ 号

    令和元年度港区一般会計予算繰越明許費繰越計算書補足資料

款 事　 　 　 業　 　 　 名 翌年度繰越額

　 文化プログラ ム推進事業 28, 000, 000円

総
務
費

＜事業概要＞
　 東京2020大会に向けた気運醸成と 大会後のレガシー創出のため、 誰も が鑑賞・ 参加・ 創造
でき る港区なら ではの文化プログラ ムを展開し ます。

＜翌年度繰越の理由＞
　 文化プログラ ム連携事業の負担金交付事務が令和２ 年度に及ぶため。

＜翌年度繰越額の説明＞
　 　 ○繰越明許費議決額　 　  　    28, 000, 000円
　 　 　 　 　 令和元年10月10日　 　 令和元年度港区一般会計補正予算（ 第３ 号） 可決

　 　 ○翌年度繰越額　 　 　 　 　   　 28, 000, 000円
　 　 　 ［ 内訳］
　 　 　 　 ・ 負担金、 補助及び交付金（ 文化プログラ ム連携事業） 　 　 　 　  28, 000, 000円
　 　 　 ［ 財源］
　 　 　 　 ・ 一般財源　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  28, 000, 000円

　 東京2020大会準備・ 啓発 5, 600, 000円

＜事業概要＞
　 東京2020大会の開催に向け、 企業等と 連携し た啓発イ ベント 、 町会・ 自治会等が行う 東京
2020応援プログラ ムへの事業費助成等を実施し ます。

＜翌年度繰越の理由＞
　 港区「 東京2020応援プログラ ム」 推進助成事業等の補助金等交付事務が令和２ 年度に及ぶ
ため。

＜翌年度繰越額の説明＞
　 　 ○繰越明許費議決額　 　  　     8, 000, 000円
　 　 　 　 　 平成31年３ 月12日　 　 令和元年度港区一般会計当初予算可決

　 　 ○翌年度繰越額　 　 　 　 　   　  5, 600, 000円
　 　 　 ［ 内訳］
　 　 　 　 ・ 負担金、 補助及び交付金（ 港区「 東京2020応援プログラ ム」 推進助成事業等）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5, 600, 000円
　 　 　 ［ 財源］
　 　 　 　 ・ 一般財源　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   5, 600, 000円

    ○繰越明許費議決額と 翌年度繰越額と の差の理由
        ・ 交付対象団体が当初の見込みを下回るため。
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款 事　 　 　 業　 　 　 名 翌年度繰越額

産
業
経
済
費

　 区内共通商品券発行支援 8, 321, 056円

＜事業概要＞
　 区内での消費促進による商店街活性化を図るため、 プレミ アム付商品券の発行に係る経費
の一部を支援し ます。

＜翌年度繰越の理由＞
　 プレミ アム付商品券発行補助金について、 発行から 換金までの事務が令和２ 年度に及ぶた
め。

＜翌年度繰越額の説明＞
　 　 ○繰越明許費議決額　 　  　    22, 937, 000円
　 　 　 　 　 令和元年10月10日　 　 令和元年度港区一般会計補正予算（ 第３ 号） 可決

　 　 ○翌年度繰越額　 　 　 　 　   　  8, 321, 056円
　 　 　 ［ 内訳］
　 　 　 　 ・ 負担金、 補助及び交付金（ プレミ アム分及び事務費） 　 　  　 　 8, 321, 056円
　 　 　 ［ 財源］
　 　 　 　 ・ 一般財源　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  8, 321, 056円

    ○繰越明許費議決額と 翌年度繰越額と の差の理由
        ・ 令和元年度中に、 換金までの事務が一部終了し たため。

　 プレミ アム付商品券発行事業 69, 599, 004円

＜事業概要＞
　 消費税率10％への引上げに伴う 低所得者及び子育て世帯への影響を緩和するため、 プレミ
アム付商品券を発行し ます。

＜翌年度繰越の理由＞
　 プレミ アム付商品券「 和ら ぎ」 の発行から 換金までの事務が令和２ 年度に及ぶため。

＜翌年度繰越額の説明＞
　 　 ○繰越明許費議決額　 　    1, 391, 103, 000円
　 　 　 　 　 令和元年６ 月28日　 　 令和元年度港区一般会計補正予算（ 第２ 号） 可決

　 　 ○翌年度繰越額　 　 　 　  　    69, 599, 004円
　 　 　 ［ 内訳］
        ・ 委託料（ 商品券販売等業務委託） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 12, 730, 504円
　 　 　 　 ・ 負担金、 補助及び交付金（ 商品券換金経費） 　 　  　  　 　 　   56, 868, 500円
　 　 　 ［ 財源］
　 　 　 　 ・ 国庫支出金　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 24, 104, 204円
　 　 　 　 ・ 諸収入　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 45, 494, 800円

    ○繰越明許費議決額と 翌年度繰越額と の差の理由
        ・ 令和元年度中に、 換金までの事務が一部終了し たため。
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